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―資料―
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要 旨

「議会への科学助言」の方法に関する知見は国際的に見てもいまだ十分であるとは言
い難い。今後この分野の研究を国際的に協力して進める上で、研究課題を特定すること
を目的として、2018年に学者、科学顧問、政策立案者など 50か国 183人の専門家に対す
るオンライン調査が行われた。調査で得られたデータを基に分析が行われ、研究課題に
係る専門家の関心領域の傾向、優先すべき研究課題、一連の研究課題のリストなどが得
られた。本稿は当該調査の方法、結果及び考察をまとめた論文の翻訳である。

Ⅰ 解説
相原 信也

本稿は、カレン・アカロフ（Karen Akerlof）ほか著 “A collaboratively derived international

research agenda on legislative science advice”（2019年 9月刊行）の日本語訳である。原論文の著
者の一人でもある政策研究大学院大学客員研究員、公益社団法人日本工学アカデミー顧問の永
野博氏に翻訳を寄稿いただいた。
「議会への科学助言」（legislative science advice）とは、科学や技術に関する専門的な知見に基
づく情報提供と助言を議会に対して行い、議会の立法、行政監視機能を支援することをいう。
筆頭著者のアカロフ氏は、米国のジョージ・メイソン大学（George Mason University）環境科

学・政策学部の助教授であり、環境分野を中心に科学技術ガバナンスの研究を行っている研究
者である。米国の連邦議会における科学情報の利用に関する研究もある。共著者は原論文末尾
の共同著者リストに挙がっているが、各国の大学の研究者に加えて、科学技術に係る学術団体、
政府機関、非政府組織などの関係者も散見される。
原論文では、議会への科学助言に関して喫緊に研究すべき課題（研究課題）を特定すること

を試みている。まず、学者、科学顧問、政策立案者など 50か国 183人の専門家に対してオンラ
イン調査を行い、研究課題と補足的な情報を収集した。収集された研究課題などには、統計的
な分析に必要なコード化やカテゴリ分け、ワークショップ参加者や調査チームによる整理・編
集、優先課題へのマーキングなどが行われた。このようにして整理されたデータ、研究課題を
基に、統計的な分析を実施した。また、オンライン調査の回答者の中から選んだ専門家 90人に
研究課題のランク付けを依頼し、そのうち 31か国の 64人からフィードバックを得た。その結
果、回答者が重要と考える政策分野、研究課題に関連する学問分野と理論、整理された研究課
題のリスト（原論文ではそのうち 50の研究課題を掲載している。）、研究課題に見られる回答者
の関心領域の傾向、関心がある研究課題のランキングが得られ、これらを踏まえた考察を行っ
ている。
著者は「はじめに」の中で、この研究の前提として、議会への科学助言を行う組織、制度に
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＊ 本稿におけるインターネット情報への最終アクセス日は、2020年 6月 18日である。
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ついて概観している。また、「考察」「研究の限界」では、科学助言それ自体と本研究における
困難について言及している。これらの点に関連して、以下に若干補足する。
一つには、議会への科学助言、情報提供を行う組織、制度についてである。議会に対して科

学情報を提供する機関として、多くの国では議会図書館や議会内の調査部門が一般的なもので
あるが、より深い包括的な情報を提供する組織として欧米の先進国などに見られるテクノロ
ジーアセスメント機関がある。1960年頃から米国において、科学技術がもたらす負の側面（環
境汚染、公害、巨大科学に対する財政支出の拡大など）が注目されるようになり、科学技術が
社会に与える影響を包括的に評価する活動であるテクノロジーアセスメントを行う組織が議会
に設置されることになった。この設置の背景には、科学技術関連の立法活動の増加、行政府と
立法府の情報格差拡大に対する議会の危機感から立法補佐機関を拡充する目的もあった。1972

年に議会の立法補佐機関として米国連邦議会技術評価局（OTA）が設置され、1995年に財政上
の理由で活動を停止したが、その後、2002年からの試行を経て会計検査院（GAO）がかつての
OTAの機能の一部を担うようになった(1)。1980年代に入ると、欧州各国にも同様の機関を設
置する動きが広がった(2)。これらの機関は、各国の法制度、政治環境、学術界と政治との関係
等の違いから、その組織形態、運営形態は国により異なっている。原論文でも、科学技術評価
（テクノロジーアセスメントも含む。）を議会への助言機能に組み込む方法として、議会委員会
モデル、議会事務局モデル、独立機関モデルの 3類型を紹介しているが、財源、運営監督機関、
調査実施者、調査結果の報告先（サービス対象）などの制度面に加え、独立性、調査方法、教
育・人事、品質管理などの運営面の観点も考慮に入れると、その在り方は千差万別である(3)。
この種の機関が存在しない多くの国々のことも考え合わせると、議会への科学助言が置かれて
いる状況は更に複雑であり容易に見通せないものとなる。このことは、著者が「考察」「研究の
限界」で言及しているこの研究の困難さにつながる。
二つには、科学助言をめぐる取組の世界的な広がりである。1999年に開催された世界科学会

議（ユネスコと国際科学会議（ICSU）(4)の共催）では、「科学と科学的知識の利用に関する世界
宣言」（ブダペスト宣言）(5)が採択された。科学技術の進歩が豊かさと経済的発展をもたらした
一方で環境問題などの負の影響ももたらし、それがよりグローバルな課題となっている状況下
であった。宣言は「社会における科学、社会のための科学」といった概念を打ち出し、同時に
国際的な協力の必要性を訴えた。その後、2014年には、ICSUによる支援の下、「政府への科学
助言に関するネットワーク」（INGSA）が発足し、世界各国の科学助言組織、国家機関間の政策
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⑴ 田中久徳「米国における議会テクノロジー・アセスメント―議会技術評価局（OTA）の果たした役割とその後の
展開―」『レファレンス』675号, 2007.4, pp.99-115. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999752_po_067506.
pdf?contentNo=1>
⑵ 遠藤真弘「欧州における議会向け科学技術調査―EPTAの活動を中心に―」『調査と情報―ISSUE BRIEF―』975
号, 2017.9.7. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_10953005_po_0975.pdf?contentNo=1>
⑶ 欧州の議会 TA機関については以下を参照。Michael Nentwich, Parliamentary Technology Assessment Institutions
and Practices: A Systematic Comparison of 15 Members of the EPTA Network, Vienna: Institute of Technology Assessment,
2016. Österreichische Akademie der Wissenschaften website <http://epub.oeaw.ac.at/ita/ita-manuscript/ita_16_02.pdf> 以下
の論文では TA 制度化の類型が簡潔に整理されている。H. Shiroyama et al., “Institutional options and operational
issues in technology assessment: Lessons from experiences in the United States and Europe,” 2009 Atlanta Conference on
Science and Innovation Policy, Atlanta, GA: IEEE, 2009.

⑷ 世界各国の主要学術機関、各学問分野の国際的な連合機関が参加する組織。2018年に国際社会科学評議会
（ISSC）と合併して国際学術会議（ISC）に改称した。
⑸ 「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言（ブダペスト宣言）―世界科学会議 1999年 7月 1日採択―」『学術
の動向』24(1), 2019.1, pp.62-67.
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対話、能力開発、研究活動のためのプラットフォームを提供している(6)。2014年の第 1回会議
以降、2年に 1回国際会議を開催しており、2018年の第 3回会議は東京で行われた(7)。INGSA

は「政府への」科学助言をプロモートしている組織であるが、2018年には議会への科学助言に
関する部会（Special Interest Division）も設置された(8)。原論文はこの部会の今後の活動のイン
プットとして位置付けられている。また、前述のテクノロジーアセスメント機関については、
1990年に欧州の議会テクノロジーアセスメント機関を中心メンバーとする「欧州議会テクノロ
ジーアセスメント（EPTA）」が創設された(9)。2020年 6月現在、正会員 12機関、準会員 11機
関である。準会員のうち 6機関は欧州以外の機関であり（日本の国立国会図書館(10)、米国の
GAOほか、ロシア、メキシコ、チリ、韓国の各 1機関）(11)、実質的にテクノロジーアセスメン
ト分野のグローバルな議論の場として機能していると言える。著者は「研究の限界」において、
議会への科学助言に関わる世界的な専門家のコミュニティを確定できなかったことを問題とし
て挙げている。INGSAにおける議会への科学助言に関する部会の活動が、テクノロジーアセ
スメント機関などの制度を有する諸国にとどまらない、開発途上国をも包含する多様で世界的
な専門家コミュニティの形成につながることが期待される。

（あいはら のぶや）
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⑹ “About.” International Network for Government Science Advice website <https://www.ingsa.org/about/>
⑺ 前述のワークショップは、2018年の第 3回会議の際に開催されており、国立国会図書館も参加した。
⑻ “Parliamentary Science Advice.” International Network for Government Science Advice website <https://www.ingsa.org/
divisions/parliamentary/> 原論文の筆頭著者のアカロフ氏、共著者の一人であるクリス・タイラー（Chris Tyler）氏が
議長である（2020年 6月現在）。

⑼ 遠藤 前掲注⑵
⑽ 2010年度以降毎年度、外部の専門家の協力の下、「科学技術に関する調査プロジェクト」を実施し、調査報告書
を取りまとめる活動を行っている。2016年に加盟が承認された。

⑾ “Members.” European Parliamentary Technology Assessment website <https://eptanetwork.org/members>
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Ⅱ 議会への科学助言に関して共同して導き出された国際研究アジェンダ（翻訳）

Karen Akerlofほか(1)著
永野 博訳

要約
政策立案者に提供される科学技術情報の量と複雑さは、数十年にわたって増加している。科

学情報は多くの政策分野での意思決定に有益であると広く認められているにもかかわらず、議
会に科学助言を提供する方法についてはほとんど知られていない。先進国と開発途上国の双方
の学者、科学顧問及び政策立案者に、議会への科学助言（LSA〔legislative science advice〕）に関
して喫緊に研究すべき課題〔research questions. 以下「研究課題」と訳す〕を特定し、精査、精
選して、その後、重要性を評価して回答するよう依頼した。専門家は全体として、特に開発途
上国及び低中所得国において、政策判断を裏付けるエビデンスの状態が貧弱であることに賛同
している。科学助言のプロセスに関する多くの基本的な疑問にはまだ答えが出されていない
が、非常に興味深いものである。すなわち、議会における科学的エビデンスの利用が社会プロ
グラム及び政策の実施と結果を改善するかどうか、議員とスタッフはどのような条件下で科学
情報を探し出し、提示されたものを使用するか、様々なコミュニケーションチャネルが情報の
信頼と利用にどのように影響するか、という疑問についてである。環境と健康は、この分野に
とって最も優先度の高い政策領域である。提示された課題の多くは文脈に依存する性格を持っ
ており、政策課題、機関、場所にかかわらず、LSAの実践状況に関する一般化可能なエビデン
スを集約することが重要な課題の 1つであることを示唆している。これらの研究ニーズを理解
することが、世界的課題としての LSAについての研究を深めていく最初の一歩となる。

はじめに

大統領制、議院内閣制いずれの政治体制であろうとも、議会は、その権限と影響力に程度の
違いこそあれ、国家政策を定めるのに重要な役割を果たすことができる（Shugart, 2006）。議会
での政策立案者は、その任務を遂行する際に、複雑な助言システム（議会内及び外部両方から
の専門知識についての公式及び非公式のネットワーク）から情報を受け取ることを頼りにして
いる（Halligan, 1995）。サイバーセキュリティ、気候変動、原子力、食料安全保障、医療、デジ
タルプライバシーなど、議員が直面する多くの重要な問題には、科学、技術が関係している。
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＊ 本稿は、Karen Akerlof et al., “A collaboratively derived international research agenda on legislative science advice,”
Palgrave Communications, 5:108, 2019. <https://doi.org/10.1057/s41599-019-0318-6> の日本語訳である。原著はクリ
エイティブ・コモンズ・ライセンス「表示 4.0国際（CC BY 4.0）」によって広く公開されている。原著の注は「原
注」として文末に掲載し、訳注は各ページの脚注とした。参照文献は、原著と同様に本文中において著者及び刊行
年を示し、末尾に文献リスト（著者のアルファベット順）を掲載した。〔 〕内の字句は、訳者が補ったものである。
また、図表は翻訳と掲載の都合により再作成しており、原著と体裁が異なる。インターネット情報への最終アク
セス日は 2020年 6月 18日である。

⑴ 共著者及び所属は、末尾の共同著者リストを参照。
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議員は、政策決定に関連する技術情報の量が増え（Bornmann and Mutz, 2015）、技術の変化が加
速し（Kurzweil, 2004）、経済成長を促進するためにイノベーションが求められている（Broughel

and Thierer, 2019）ので、情報の氾濫に対処する手助けを必要としている。どのような科学技術
政策の問題についてもインターネット検索が可能となったが、インターネット情報はレビュー
と質の基準が多様であり、吟味された助言の役割が従前よりも一層重要になった（Lewandowsky

et al., 2017）。
科学及び技術についての専門知識を政策立案に統合する様々な方法が国際的に明らかになっ

ており、異なった文化や意思決定の伝統を反映したものとなっている。これらの方法は、公式
又は非公式、組織内又は組織外、永続的又はアドホックなもの、いずれもあり得る。また、政
府の様々な部局やレベルで影響を及ぼす可能性がある（Gual Soler et al., 2017）。一般に、政策助
言システムに関する学術研究は、主に欧米の民主主義国に焦点を当てて、専ら定性的な事例研
究に基づいており（Craft and Wilder, 2017）、一般化が難しいか、異なる状況で実践することが困
難である。Craft and Howlett（2013）が述べたように、「ケーススタディが増えつつあるにもかか
わらず、……助言システムの行われ方の多くの重要な側面についてはほとんど知られていない」
（p.188）。その一分野である科学助言に関する研究も同様の欠如に見舞われ（Desmarais and

Hird, 2014）、行政府における規制に関わる政策決定への関心と比べ、議会への関心は低い
（Akerlof, 2018; Tyler, 2013）。

1748年の『法の精神』においてモンテスキューは、立法、行政、司法で構成される統治の三
権分立について説明した（Baron de Montesquieu, 2011）。本論文では、立法に焦点を当てる。立
法とは統治機構の一部であり、法律を作る責務を担い、通常は議会〔parliaments or congresses〕
を意味する（McLean and McMillan, 2009）。法律を可決することに加えて、議会はその時点の課
題を議論し、行政の活動を監視する。本論文では、行政とは議会によって可決された法律の執
行を担当する統治機構の部門を意味する（Bradbury, 2009）。行政府は通常、政府の省庁で構成
されている。
議会への科学助言システムに関する理解を国際的に向上させるために、3段階の研究アプ

ローチによって、議会への科学助言の実践を改善し、その理論的及び経験的基盤を強化するた
めの喫緊の研究ニーズを、世界中の学者、科学顧問(2)、政策立案者原注1に特定するよう求めた。
回答者には、最も重要なものであると考える研究ニーズを特定し、精査、精選し、その後、重
要性をランク付けするよう依頼した。同様の方法で、生態学及び科学政策において最も重要な
課題を引き出すように設計された専門家に対する調査は、政府の戦略に情報を提供する上で効
果的であった（Sutherland et al., 2011）。本論文では、このプロセスから得られた知見について報
告し、科学政策のうち新たな分野であり科学助言システムの研究では相対的に軽視されてきた
議会への科学助言（LSA）に関して、共同して導き出された国際研究アジェンダを提示する。
科学情報の生産者、提供者、利用者にとって最も重要な研究ニーズを特定する。最も優先度の
高い課題領域を指摘する。研究者及び実務家のグローバルコミュニティにとって最も注目すべ
き関係するアクター(3)とダイナミクス(4)を明確にする。これらのシステムを研究するために必
要な学問分野の範囲を提案する。そのようにすることで、議会への科学助言について、科学助
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⑵ 科学界を代表して政府省庁に対して助言や政策立案を行う科学者として制度化され、任命を受けた者。
⑶ 議会への科学助言における、議員等政策立案者、科学者などといった活動主体を指している。
⑷ 議会への科学助言における、科学情報の生産、伝達、提供、利用などといった活動、作用などを指している。
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言の具現化と利用を世界的に促進するための包括的であり、実務者のニーズを支援し、十分に
理論化された学術研究の成長に貢献することとしたい。

議会への科学助言の特徴
議会は、機能と形式の両方で行政部門とは異なる（Kenny, Washbourne et al., 2017; Tyler, 2013）。
行政機関の場合、政治任用者に対するスタッフの比率は高く、数千人ではないにしても数百人
の公務員が職務に携わっている。対照的に、ほとんどの議会では、選出された議員がほんの一
握り程度のスタッフの専門知識にアクセスできるだけである。これにより、両者の科学助言シ
ステムに 2つの主な違いが生じる。まず、スタッフの数が少ないということは、議会は通常、
専門家ではなくジェネラリストを雇い、必要に応じてより深い専門知識を外部に委託すること
を意味する（Nentwich, 2016, p.15）原注2。行政機関のほとんどのスタッフは、議会と同様、政治
的な任用ではなく、キャリアの役人である。第二に、議会への科学助言は、あらゆる政治的傾
向を持って選出される議員のニーズを満たし、行政よりも幅広いイデオロギー的視点と関心に
役立つものでなければならない。「議会への科学助言」（LSA）という用語は新しく、「政府への
科学助言」（Gluckman, 2016）についての議論が発展する中で生まれた。LSAは、議会調査研究
サービス、委員会支援システム、テクノロジーアセスメント(5)機関、ロビイスト及び支援団体
連合（これらに限定されないが）を含む、科学技術情報を議会に提供する広範なシステムを指
す。

議会は科学情報をどのように利用するか
政策における調査研究の活用は、議会に特有なものを含め、多くの形態をとることができる

（Oh and Rich, 1996; Weiss, 1979; Whiteman, 1985）。テクノロジーアセスメントでは、そのインパ
クトは知識の増加、意見形成の促進、行動の初期化、例えば政策のアウトカムに影響を与える
ことであると説明されてきた（Decker and Ladikas, 2004, p.61）。Weiss（1979）は調査研究の活用
についての基礎的な論考で、調査研究は政策立案に情報を与えるという典型的な見解を、その
政治的、戦術的利用と対比している。後者では、調査研究は修辞学的攻撃手段の一形態として、
又は行動を遅らせる、若しくは批判をそらす言い訳として使われる。実際に、Whiteman（1985）
は、米国議会の委員会での調査研究の主な利用は、政策立案者が課題への対応を選択した後に
起こるもので、事前にではないということを発見した。
議会では、科学技術情報は、次に挙げるカテゴリに含まれる多くの目的に使用されている

（Kenny, Rose et al., 2017; Kenny, Washbourne et al., 2017）。例えば、議会の委員会が行政機関を監
視することを支援する際に、結論又は勧告においてエビデンスとして利用可能である。これは、
2016年の英国のマイクロプラスチックに関する議会の調査（Environmental Audit Committee,

2016a）にその事例を見ることができる。議会の勧告により、政府は化粧品におけるマイクロ
ビーズの使用禁止を実施した（Environmental Audit Committee, 2016b）。科学技術はまた、政策
決定に情報を提供したり（Hennen and Nierling, 2015b）、新しい活動を促したりする可能性があ
る。フランスの法律により、科学技術選択評価委員会（OPECST）は 3年ごとに放射性物質及び
放射性廃棄物の管理に関する国家計画を評価し、その機能を改善し、将来の管理上の懸念を予
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⑸ 科学技術が及ぼす様々な影響を包括的、多面的に評価する活動。
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測するための勧告を行っている（OPECST, 2014）。立法過程全体を通して、科学技術情報は、政
策立案者、課題ごとの関係者のグループその他によって、新しい法律を起草する、古い法律を
改正する、提案された不適切な法律の成立を阻止する際に活用されている。カナダでは、利益
団体が議会委員会におけるタバコ規制法案の審議に影響を与えるために科学的エビデンスを使
用した（Hastie and Kothari, 2009）。アルゼンチンでは、妊娠中絶の非犯罪化に関する議会の議論
に情報を伝えるため、専門家が胚発生の生物学に関する証言をした（Kornblihtt, 2018）。2018年
のスペイン議会のイベント（「議会における科学〔Ciencia en el Parlamento〕」）では、75人の議員
が科学的エビデンスに基づいて 12の政策課題に関する議論に参加した（Domínguez, 2018）。

世界における議会への科学助言システム
議会内の図書館及び調査研究サービスは、科学技術情報の最も一般的な提供者の 1つである。

米国の議会調査局（CRS）(6)の資源・科学及び産業部門、日本の国立国会図書館調査及び立法考
査局（RLRB）内の科学技術室（STRO）（Hirose, 2014）がこれに該当する。CRSと RLRBはど
ちらも独自の報告書を通じて情報と分析を提供し、要求に応じて対外秘の調査サービスを提供
する。世界的には、より詳細な科学技術評価を議会の内部助言能力に直接組み込むための様々
なモデルがある（Nentwich, 2016）。議会委員会モデルでは、専属ユニットを指揮する委員会を
有する。議会事務局モデルでは、議会内部に専用の事務局を有する。独立機関モデルでは、議
会の外で運営されている機関が助言機能を実行するが、議会は主要なクライアントの 1つであ
る（Hennen and Nierling, 2015b; Kenny, Washbourne et al., 2017; Nentwich, 2016）。専門の議会委員
会を有する 1番目のモデルの例は、フランスの OPECSTである。2番目の例は、英国議会の科
学技術局（POST）である。

3番目のモデルである独立機関は、様々な方法で運用され、議会だけのために機能するわけ
ではなく、行政をサポートし、一般市民とも関わる（Nentwich, 2016）。ウガンダ国立科学アカ
デミー（UNAS）（INASP, 2016）やオランダ王立芸術科学アカデミー（KNAW）の独立した部署
であるラテナウ研究所など、多くのナショナルアカデミーが LSAを提供している。ただし、全
ての外部 LSAメカニズムがアカデミーを基盤としているわけではない。メキシコ政府のシン
クタンクである科学技術助言フォーラムの一部である科学技術情報局（INCyTU）など、特定の
独立機関は、時には行政によって設立され、サービスを提供する。したがって、LSAの制度化
には大きなばらつきがある。
科学助言は、専属ユニット以外のチャネルを通じても議会に提供される。選挙区民、ロビイ

スト、支援組織などによって非公式に提供されたり、議会による審理、又はエビデンスについ
ての公聴会などの手続を通じて正式に提供されたりする場合がある。知見は、米国科学振興協
会（AAAS）の議会科学技術フェローシップやスイス財団科学政策フェローシップのようなプ
ログラムにより議会に派遣された科学者やエンジニアによって共有される場合もある。その他
のイニシアチブでは、英国の王立協会ペアリングスキームや欧州議会による議員―科学者ペア
リングスキームなど、科学者を政策立案者と直接結び付ける。ヨーロッパとオーストラリアで
毎年開催されるイベント「科学が議会に出会う〔Science Meets Parliament(s)〕」では、研究者と国
会議員が科学と政策課題に関する議論に参加している（European Commission, 2019; Science and
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⑹ 米国議会図書館（Library of Congress: LC）に設置されている組織。
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Technology Australia, 2019）。
境界組織〔boundary organization〕は、研究と政策プロセスの橋渡しを更に促進することがで

きる。アフリカ開発政策研究所（AFIDEP）のようなアフリカの幾つかの非政府組織は、関係者
が重要な研究データを科学技術の政策と実践につなげる必要性に対処しようとしている
（AFIDEP, 2019）。

国際的な研究アジェンダの必要性
幅広い社会政治的及び国家運営の文脈において LSAが語られることで、LSAは豊かな研究

分野になる。さらに、議会と行政への科学助言の性質の明確な違いは、政府への科学助言の派
生的分野である議会への科学助言に特に対処する研究基盤を構築する必要性を示している。さ
らに、経験的、理論的、応用的な進歩をもたらすに違いないこの立ち上がりつつある国際的な
研究実践コミュニティを支援するために、私たちは専門家に対する調査を行い、この分野の主
要な研究課題を特定した。私たちは、この分野の専門家が考える研究課題のうち、どれが私た
ちの研究課題として LSAの分野で追求すべき価値が最も高いと思うかを質問している。同様
の調査の成果はこれまで科学ジャーナルで最も多くダウンロードされ、政府の科学戦略に情報
を与えた（Sutherland et al., 2011）。私たちが行ったプロセスと結果は次のとおりである。

方法

研究は 5つの段階で構成されている。ステップ 1では、世界中の学者、科学顧問、政策立案
者から研究課題を収集するために、最初にオンライン調査を行った。ステップ 2では、2018年
11月 8日に東京で開催された政府への科学助言に関する国際ネットワーク(7)会議でのワーク
ショップで、参加者は一連の研究課題を再検討・整理した。ステップ 3では、当初提示された
研究課題がコード化(8)され、重複の整理と必要な改訂が行われた。その結果の 100の研究課題
はそれぞれ 1つのカテゴリにコード化された。ステップ 4で、調査チームが、自らの評価とワー
クショップ参加者からのフィードバックに基づいて各カテゴリから最も代表的な質問を特定
し、研究ニーズのセットを 50までにランク付けし絞り込んだ。最後に、ステップ 5で、当初の
調査参加者の一部が、彼らが最も関心を持つ調査結果をランク付けした。より小さなグループ
の場合で行われているように（Sutherland et al., 2012）、リストをテーマ別に分類するプロセスに
全ての研究参加者を含めることはできなかったため、評価者間の信頼性(9)を確保して、コード
化担当者が行うことを選択した。調査では、科学を「個人又は組織によって厳密かつ体系的な
方法で実施され、ピアレビューを利用した研究。技術に関する研究もこの広い定義に該当する」
と定義した。政府を「コミュニティ、州又は国の統治体」と定義した。
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⑺ International Network for Government Science Advice（INGSA). 2014年に発足。2年に 1回国際会議を開催してい
る。INGSA website <https://www.ingsa.org/>
⑻ コード化（コーディング）とは、社会調査などで得られたインタビュー内容や自由記述を記号・数値や概念に置
き換えること。置き換えによって集計と分析が容易になる。ただし、担当者間でコード化の基準の共通化が図ら
れていない場合、コード化で得られたデータが担当者によって違ったものになってしまう。
⑼ 2人以上の評価者が同じ対象を評価した場合の一致度。
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研究課題の収集とコーディング
私たちは科学技術助言、特に LSAの専門家を次の 3つの方法により特定した。（1）学術文献

のレビューと、関連組織の会員リスト、（2）調査の他の参加者による紹介（スノーボールサン
プリング）、（3）科学助言に関連する組織により広報されている情報を見て本研究への参加を希
望してきた者。私たちは次のグループの代表者と会員にも参加してもらった。政府への科学助
言に関する国際ネットワーク（INGSA）、欧州議会テクノロジーアセスメント（EPTA）のメン
バー及び準加盟国、テクノロジーアセスメントにおける議会と市民社会に関する欧州プロジェ
クト（PACITA）、ユネスコの支援の下にある南南協力のための国際科学技術イノベーションセ
ンター（ISTIC）、欧州委員会の共同研究センター（JRC）政策のための実務家・エビデンスコ
ミュニティ、Results for All（エビデンスに基づく政策に取り組むグローバルな組織）、米国科学
振興協会の科学外交ネットワーク。本研究の研究プロトコルは、デシジョンリサーチ〔Decision

Research〕(10)の機関審査委員会〔Institutional Review Board〕によって承認された [FWA#00010288,

277 Science Advice]。

専門家の参加者
2018年 9月から 11月にかけて、50か国（表 1）の 183人の回答者が 254の研究課題を提出し

た。この成果に対して公に謝意を受ける意思がある参加者は、補足資料に記載されている（SI

表 1）(11)。そのうちの一部は本研究の著者でもある。私たちの依頼に対して研究課題を提出し
た回答者の約半分は、国連によって開発途上国と分類された国（n = 91）であり、半分は先進国
とみなされた国（n = 92）であった（United Nations Statistics Division, 2019）。全員が政策への科
学技術助言に関する専門知識を有していたが、ほぼ 4分の 3（74%）が議会と関わる具体的な経
験もあると述べた。
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⑽ 人間の判断、意思決定、リスクに関わる研究を行っている研究機関。Decision Research website <http://www.decis
ionresearch.org/>
⑾ “SI Table 1: Research question contributors (those who gave permission to be recognized),” Supplementary information
(SI) tables and figures: A collaboratively-derived international research agenda on legislative science advice, pp.2-12.
<https://static-content.springer.com/esm/art%3A10.1057%2Fs41599-019-0318-6/MediaObjects/41599_2019_318_MOESM
1_ESM.pdf> 補足資料（SI）図表の標題訳一覧を文末に掲載する。

表１ 研究課題は 50か国の専門家から提出された

ルワンダ
セネガル
南アフリカ
ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ

マラウイ
モーリシャス
メキシコ
モロッコ
ネパール
ニジェール
ナイジェリア
オマーン

中国
エチオピア
ガンビア
ガーナ
ガイアナ
インド
ヨルダン
レバノン

アルゼンチン
バングラデシュ
ブラジル
ブルキナファソ
カメルーン
チャド
チリ
ケニア

スペイン
スイス
英国
米国

アイルランド
イタリア
日本
マルタ
オランダ
ニュージーランド
セルビア
スロバキア

オーストラリア
オーストリア
ベルギー
カナダ
デンマーク
ドイツ
ギリシャ
ハンガリー

開発途上国先進国
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科学技術助言システムにおけるこれらの専門家の役割は、科学情報の生産者、提供者、利用
者及びこれらに関連するか、これらを組み合わせた立場のどれであるのかで大きく異なった（表
2）（本論文中の全ての表のように、丸め誤差のために総計が 100%にならない場合がある。）。
自由回答のコメントを見ると、回答者は「政府への科学助言に関する調査研究」を、LSAのプ
ロセスを研究している、又は政府からの質問に関連する調査研究を実施している、という両方
を含んで解釈したことを示していた。「その他」と記載した回答者の 5分の 1は、自分の役割は
これらのカテゴリの組合せであるか、又は他の方法で役割を記述した。

表２ 研究課題を提出した専門家の仕事の特性：科学情報の生産、提供、又は利用

政府への科学助言に関する調査研究
政府への科学情報の提供
政府内での科学情報の利用
その他
*回答なし n = 2

25%

38%

16%

20%

n = 91

24%

51%

4%

20%

n = 90

25%

45%

10%

20%

n = 181

開発途上国 先進国 全体

研究課題の収集に使用された調査手段
オンライン調査の開始時に、私たちは、議会への科学技術助言システムの全体を対象とする

研究課題に関心があると回答者に伝えた。私たちはシステムを次のように説明した。（1）科学
技術情報を生産及び提供する人々に影響を与える過程と要因、（2）科学技術情報を利用する者
に影響を与える過程と要因、（3）情報自体の性質、（4）利用者と生産者間の又は仲介者を介し
たコミュニケーション。学術界に属さない参加者は研究課題を書くことに習熟していない可能
性があると想定したため、形式が整った研究課題の提出につながるように、以下の回答記述式
の質問を行った。あなたの研究課題を喚起する議会での科学情報の利用に関して、私たちの知
らないことは何か。あなたが関心を持つこの研究の成果は何か。成果に潜在的に関係する過
程、要因は何か。誰を又は何を調査すべきか。どのような状況、文脈か。どのように研究課題
を正式に記述するつもりか教えてほしい。また、提出された各研究課題を考える際に最も適用
可能な学問分野と理論は何か、ある政策課題の分野がほかよりも研究する上でより重要かどう
かを評価するため、一連のフォローアップ質問を行った（SI表 2参照(12)）。

研究課題のコーディング
研究課題を対象とするコード化のカテゴリは、出現頻度に基づいて設定した（コード化規則

と信頼性統計、補足資料、SI表 3(13)）。各カテゴリに対する評価者間の信頼性は、2名又は 3名
のコード化担当者により確かめられた。私たちは、助言システムのダイナミクス（エビデンス
の利用、エビデンスの開発、コミュニケーション、倫理、システム設計）に加えて、LSAアク
ター（政策立案者、科学者、ブローカー、機関、公衆）をコード化した。コード化は、最初に
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⑿ “SI Table 2: Research question collection follow-up measures,” ibid., p.13.例えば、「この研究課題に答える上で最もふ
さわしい学問領域はどれか（選択肢：政治学、公共政策…）」といった質問。
⒀ “SI Table 3: Research question variable coding and reliability statistics,” ibid., p.14. カテゴリを表すコード（例えば、政
策立案者に対してコード「POL」）、当該コードを付与する際の指示、評価者間の信頼性を一覧表にまとめている。
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「生の」研究課題が提出された際に言及されたもの全てを対象に行われ、研究課題の提出につな
がる上記の一連の 6つの質問を構成するテキストに複数のコードを割り当てることもできた。
分かりやすくするための編集と重複する研究課題を整理した後、最終リストを作成する目的で
各研究課題の属する主要なカテゴリを決定した。α＞ 0.8という信頼性(14)は、本研究全体で一
貫した解釈可能性を示している（Krippendorff, 2004）。24の変数コード（当初に提出された研究
課題と最終的な編集を経た研究課題の両方）のうち 19は、評価者間の信頼性をこのレベルで達
成した(15)。別の 4つは 0.7のレベルで、暫定的な結論を得るには適切であり、残りの 1つは 0.6

であった（最終的に編集された研究課題においては完全な信頼性でコード化されている。）。こ
の最後の変数は、大学の科学者、仲介機関による科学レビュー、議会内での調査研究スタッフ
による政策の選択肢を裏付けるか反証となる情報の収集のいずれかにかかわらず、助言システ
ム全体でエビデンスの開発が起こっている可能性があるため、特にコード化することが困難
だった。

分析
クラスター分析(16)を使用して、非常に類似したデータのグループを特定できる（Aldenderfer

and Blashfield, 1984）。研究課題で最も頻繁に提示されたコード化された変数の多様な組合せを
特徴付けるために、私たちは、システムアクターとダイナミクスの両方で統計ソフトウェア
SPSSv25(17)を使用して、2段階の変数に対応できる 2ステップのクラスター分析を行った。

ワークショップ
2018年 11月の政府への科学助言に関する国際ネットワーク会議では、著者チーム（KA, CT,

EH, MGS, AA）のメンバーによって LSAに関するワークショップが実施された。LSAに関す
る研究と実践に関するプレゼンテーションの後、参加者は研究課題のサブセットについて小グ
ループで作業して、類似のものをまとめたり、最も優先するものをハイライトしたりするなど
研究課題を吟味した。開発途上国からの 6人の参加者を含む 17か国から 36人がこの活動に参
加した。ワークショップ参加者は任意に 3～8人の 7つのテーブルに分かれた。研究課題はこ
の段階で重要とフラグ付けされ、編集され、幾つかは追加されたが、削除されたものはなかっ
た。

研究記述のランキング
ワークショップの後に、専門性、LSAにおける役割と地理的分布に基づいて選んだ当初の調

査に参加した 90人に、学習することに最も関心のある情報をランク付けするよう依頼した。
31か国から 64人が回答した。1人を除く全員が議会との関係を有していた。33人は開発途上
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⒁ この αは、クリッペンドルフの α係数（Krippendorff’s alpha coefficient）のこと。一致率の指標であり、－1（完
全不一致）～1（完全一致）の間の値をとる。Krippendorff（2004）の論文では、α＞ 0.8を「一致とする」としてい
る。
⒂ “SI Table 3: Research question variable coding and reliability statistics,” op.cit.⒀, p.14. 補足資料（SI）表 3の説明であ
る。
⒃ 多数の対象を少数のグループに分類する統計的手法の 1つ。
⒄ SPSSv25とは、統計ソフト SPSSのバージョン 25のこと。最新版はバージョン 26である。バージョンが上が
るに従って、様々な機能が付加されている。クラスター分析などが容易にできる。
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国から（52%）、31人は先進国から（48%）だった。この割合は、研究課題における割合（50%）
及び当初の課題収集への回答の割合（50%）に非常に似ている。
多くの専門家が科学助言プロセスで複数の役割を担っているため、役割の組合せを特定する

よう依頼した（表 3）。多くの専門家は、彼らの役割は、科学情報の生産者（21%）、提供者（33%）、
利用者（8%）ということで明確であると述べたが、3分の 1以上が自らの仕事はこれらの境界
を越えていると述べた（38%）。ある参加者は、自らの役割は利用者、提供者、生産者のいずれ
でもなく、これら 3つのグループ全てのつながりを促進することだと述べた。この例は、知識
の仲介は知識の普及を含むことができる一方で（Lemos et al., 2014; Lomas, 2007）、ネットワー
クの成長と人材養成に主な焦点を当てることができることを示している（Cvitanovic et al.,

2017）。

表３ 研究記述（研究課題）をランク付けした専門家の仕事の特性：科学情報の生産、提供、利用、その
組合せ

21%

33%

8%

10%

8%

21%

n = 63

27%

23%

13%

7%

10%

20%

n = 30

15%

42%

3%

12%

6%

21%

n = 33

科学情報の生産者
政府への科学情報の提供者
政府内での科学情報の利用者
生産者かつ提供者
提供者かつ利用者
生産者、提供者、利用者いずれも
*回答なし n = 1

全体先進国開発途上国

ランキングは、Q方法論(18)を使用して実施された。これは、同様の視点と見解を持つ人々の
グループを識別するために使用される手法である（Stephenson, 1965; Watts and Stenner, 2012）（追
加の調査結果は別の出版物に掲載されている。）。回答者は、正規分布曲線を反映する頻度に
よって記述を整理し、9つのラベル付けされたカテゴリに従い 1から 9までの番号を付けた。
「極めて関心がある」が高位（9）、「極めて関心がない」を低位（1）とした。この方法論で時々
発生することであるが、回答者はコメントの中で、研究課題を関心のある順番に並べたものの、
ほとんどの研究課題にある程度関心があると考えていたため、カテゴリに付けたラベルは常に
感情と一致するとは限らなかったと述べた。したがって、私たちはランキング自体により重点
を置いた。私たちはまた、一連の関連する質問を回答者に提示した。調査の開始時に次のよう
に尋ねた。議会への科学助言システムの設計と運用に関する現在のエビデンスの状態をどう評
価するか［選択肢：貧弱、適切、良好、非常に良い］。ランキング作業の最後に、回答者が最も
学びたいと思う上位 4つの調査結果について追加質問をした。私たちは、このような情報を生
成する実現可能性、その一般化可能性、LSAの研究と実践に貢献する可能性についての彼らの
認識を評価した（SI表 4(19)の手法を参照）。
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⒅ Q 方法論は、心理学や経営学で利用される分析法であり、「個人が重視するものを分析する」手法である。
⒆ “SI Table 4: Evaluation measures for respondents’ top four ranked statements,” Supplementary information (SI) tables and
figures: A collaboratively-derived international research agenda on legislative science advice, op.cit.⑾, p.15. 例えば、「あ
なたの意見として、研究チームがこの情報を提供するための研究を設計、実施することの実現可能性はどの程度
か」といった質問。
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結果

研究課題をランク付けしたほとんどの専門家（68%; n = 63）によると、LSAに関するエビデ
ンスの状態は「貧弱」である。別の 20%は「適切」、12%は「良好」と評価した。回答選択式の
質問の後に記されたコメントで、多くの回答者は、情報の質が国や科学技術の分野間で大きく
異なり、開発途上国又は低中所得国に適用できるエビデンスは相対的に少ないと答えた。

議会への科学助言を文脈化する：政策課題及び機関
世界中の議会は、直面する多くの案件と同様に多様である。提出された研究課題の 4分の 1

以上（26%）が気候変動や農業などの 1つ以上の特定の政策分野に言及し、54%がジンバブエ
や米国議会などの特定の場所又は機関に言及している（コード化されたデータ）。直接尋ねら
れたとき、専門家の半数以上（51%）は、一部の政策案件に関わる分野は他のものよりも焦点を
当てることが重要であると答えた（34% いいえ、15% わからない）（質問文言、SI表 2(20)を参
照）。一部の政策分野を優先すべきとした回答者（n = 86）の大多数は、環境（78%）(21)、健康
（64%）、天然資源原注3（56%）を多くのオプションの中で優先すべきであると述べている（図
1）原注4。回答者の半数は教育（50%）とテクノロジー（50%）を挙げている。回答選択式の質
問に対するフォローアップにおいて、福祉、移住、都市化、人口動態の変化、人口増加、持続
可能性などのその他の社会的問題が優先事項ではないかという自発的な回答もあった（例：国
連持続可能な開発目標〔SDGs〕）。
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⒇ “SI Table 2: Research question collection follow-up measures,” op.cit.⑿, p.13.「議会への科学助言を発展させるため
に、他のものに比べて焦点を当てるべき重要な政策課題に関わる分野はあるか」という追加質問。
21 図 1では 75%となっている。

図１ LSAにとってある政策課題が他の課題より重要とした回答者は次の選択式質問への回答を求めら
れた。「議会への科学助言を発展させるために焦点を当てるべき最も重要な政策課題分野はどれ
か」複数回答可（n = 85）

75%

64%

56%

50%

50%

47%

42% 31%

23% 20% 20%

21% 19% 17%
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LSA についての研究課題に関連する学問分野と理論的構成要素
LSAの研究は、学際的な〔transdisciplinary〕追究である。もともと提出された 254の研究課
題のうち、1つの学問分野だけで答えを出すのが適切であると回答があったのは 20%だけで
あった。ほとんどの回答者（60%）が 2つから 4つの学問分野を指定した。回答の選択肢の中
で最も多く取り上げられたのは政治学と公共政策であった（それぞれ 65%と 64%）。これに続
いたのが科学技術研究（52%）、コミュニケーション（46%）、社会学（35%）、心理学（25%）、
人類学（15%）である。回答者が自発的に挙げたその他の専門分野には、経済学、認知・意思決
定科学、コンピューター科学、設計学、倫理学、評価学、ジェンダー学、歴史学、情報技術、
国際開発学、法学、哲学、統計学、公衆衛生、農学、教育学などの分野が含まれる。
回答者の約 3 分の 1 は、理論又は理論的構成要素が研究課題に関連すると答えた（SI 表

5(22)）。モード 2知識生産〔Mode 2 production of knowledge〕（Gibbons et al., 1994）やポスト・ノー
マル・サイエンス〔Post-normal science〕（Funtowicz and Ravetz, 1993）のような一部の概念は、政
策のための科学の発展と利用に伝統的に関連付けられてきたが、例えばビジネス及び経営学（人
材資源論）や開発（失敗国家理論）に関係するような他の概念は、あまり一般的ではないアプ
ローチとされた。

議会への科学助言に関する 50の研究課題
最初のオンライン調査による収集で提出され、ワークショップがプロセスを点検し、調査チー

ムが入力した 254の課題に基づいて、私たちは LSAに関する 2つの最終的な研究課題のセッ
トを作成した。ここに提示された 50の要約セットと補足資料（SI表 6(23)）に含まれる 100の
完全セットである。全てが主要なカテゴリの見出しの下にグループ化され、その後に完全な
コードによる説明の付いた斜体字のテキストが続く(24)。50の研究課題の要約セットは、各カ
テゴリの最も代表的な質問を示している。各カテゴリから半分が選択された。これらはワーク
ショップでの推薦と著者による評価に基づいて選択された。カテゴリは、次のような様々な
テーマを反映している。エビデンスの利用と開発、システムにおけるアクターの特性及び／又
は能力、システムの設計と実装、倫理。以下の 50の研究課題のリストを提示した後、私たちは、
（1）提出された課題の特性と、これらの課題がコミュニティの優先順位について意味するもの、
（2）回答者の一部のグループ（n = 64）がこれらの課題のうち、学習するのに最も関心があるも
のとしてどのように 50の記述をランク付けしたのかを検討する。

情報／エビデンスの利用（政策における科学情報・科学助言の影響、利用又は取り込み、その
インパクト又は障壁、それらの測定及び評価）
1. 議会でどのような種類の科学情報が利用されているか。
2. 議会における公式及び非公式の慣行は、科学情報の検討及び利用にどのように影響するか。
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22 “SI Table 5: A wide array of theories and theoretical concepts may be applicable to the study of legislative science advice,”
Supplementary information (SI) tables and figures: A collaboratively-derived international research agenda on legislative

science advice, op.cit.⑾, pp.17-18. 150の理論及び概念の名称が列挙されている。
23 “SI Table 6: 100 research questions on legislative science advice,” ibid., pp.19-20. 研究課題の内訳は次のとおり。情報
／エビデンスの利用:14、エビデンスの開発:6、政策立案者:17、科学者:5、ブローカー:3、機関:8、公衆:6、コミュ
ニケーション:14、システム設計:13、倫理:3（合計は 100にならない。）

24 コード化作業のマニュアルの記述を指すと思われる。
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3. 科学情報が議会で「利用」される方法は何であるか。
4. 様々な立法状況における科学的情報の利用を評価するためにどのような指標を使用でき
るか。

5. 議会が科学情報を利用する、又は議会に利用を強いるインセンティブは何か。
6. 科学情報の利用は、どのような条件があれば議会の政策論議の枠組みを変更するか。
7.議会におけるエビデンスの利用は、社会的プログラムと政策の実施と結果を改善するか。

エビデンスの開発（エビデンスを目的とした科学情報の創成）
8. 公衆及び政策立案者に最も関連性のある科学トピックを研究に伝えるべきものとして特
定するにはどうすればよいか。

9. 学術研究の実施において、社会的妥当性はどのように評価されるか。
10. 政策立案者と研究者は、エビデンスを生成するために問題とプロセスを特定する際にど
のように協力するか。

政策立案者（政策立案者、議員、意思決定者）
11.議員とスタッフは、科学によるエビデンスに、他のものとは対照的にどのような価値を置
いているか。

12. 科学によるエビデンスに対する議員とスタッフの選好は、各国間でどのように比較され
るか。

13. 議員とそのスタッフは、科学情報の信頼性をどのように評価するか。
14.議員とそのスタッフが最も好ましいとみなす科学情報の生産者の特徴は何であるか（例：
生産者は党派的であるか、政策提言をするか。）。

15. インターネットとソーシャルメディアは、議員とスタッフの情報探索行動にどのように
影響するか。

16. 議員とスタッフはどのような条件下で科学情報を探し出し、提示されたものを使用する
か。

17. 科学に基づく勧告を受け入れるか拒否するかを決定する際に、議員が重視する要因は何
であるか。

18.議員及び／又はスタッフのトレーニングは、特に低中所得国（LMICs）で科学情報の使用
を増やすことができるか。

科学者（科学者、科学顧問、科学研究者）
19.科学者が議員及びそのスタッフと協力するために必要な情報、能力、訓練はどのようなも
のか。

20. 科学者が議員やスタッフと研究活動を共有する動機付けとなる個人的及び制度的な要因
は何か。

21. 科学者と問題提唱者は、議会で利用される科学情報と専門知識の質をどのように管理し
ようとしているか。

22. 科学者及びその他のアドバイザーのどのような行動がエビデンスの利用の可能性を高め
るか。
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ブローカー（仲介者、ブローカー）
23. 科学情報を入手する際に仲介者や研究仲介者は、議員とそのスタッフに対してどのよう
な役割を果たすのか（例：研究課題の作成、研究についての情報伝達及び／又は関係構築
の促進役としての支援）。

24. 科学情報を仲介する効果はどのような形で評価することができるか。

機関（組織、議会、政府、委員会）
25. 議会への科学助言を提供する機関はどのように特徴付けられるか。原注5

26. 文化や政治的及び経済的背景は議会への科学助言機関の発展にどのように影響するか
（例：新興民主主義〔国〕、より権威主義的なシステム、経済発展のレベル）。

27.議会への科学助言に対する異なった制度によるアプローチは、科学助言の性質、品質及び
妥当性にどのように影響するか。

28. 議会への科学助言に対するどの制度的アプローチが、他の国々にとって参考になるか。
29. 議会の調査部局は、議員のための科学情報をどのように統合及び翻訳しているか。
30.立法過程に対する議会の科学助言機関の影響を、指標を使用して、どのように測定するこ
とができるか。

31.委員会のスタッフ、予算及び政治的能力は、議会で科学情報を利用する能力にどのように
影響しているか。

32.議会内外の組織は、詳細な分析を求める議会のニーズをどのように評価し、満たしている
か。

公衆（市民、公共）
33. 腐敗を減らす可能性を含め、市民参加は科学情報が考慮される可能性のある立法過程に
どのような影響を及ぼすか。

34. 議会への科学助言における現在の市民イニシアチブのインパクトはどのように測定でき
るか。

35. 議会で利用されている科学情報を公衆はどの程度認識し、その価値を認めているか。

コミュニケーション（関係構築による科学についてのコミュニケーション、情報へのアクセス、
効果的な情報・知識の伝達、様々な関係）
36. 議会スタッフと政府内外の科学者との間のコミュニケーションの頻度はどの程度か。
37. 政治的二極化は、議員とそのスタッフへの情報の流れにどのように影響するか。
38.研究者、議員及びスタッフ間の反復的な関係性構築は、エビデンスの利用を改善するか。
39.様々なコミュニケーションチャネル（ヒアリング、対面ミーティング、電子メール、ソー
シャルメディアなど）は、情報の信頼と利用にどのように影響するか。

40.議員とスタッフに対してリスクと不確実性をどのように包括的に伝えることができるか。
41. 科学トピックに関する議会における意思決定者との連携を促進するコミュニケーション
ツールは何か。

42. 科学情報はどのように政策論争のレトリックに組み込まれているか。
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システム設計（先進国と開発途上国の両方における LSAシステム／プロセス／モデルの構造、
設計及び実装）
43. 政策立案のための科学助言システムの要件とニーズは国によってどのように異なるか。
44.新しい構造、過程及びシステムの設計は、科学を利用する議会の能力をどのように高める
ことができるか。

45.議会への科学助言を扱う方法について、システムズアプローチ〔systems approach〕(25)の観
点からどのような教訓を学ぶことができるか。

46. 人種的及びジェンダーのバイアスは、研究者及び実務家の活動及び政策提言システムに
どのような影響を及ぼすか。

47. 確立された科学助言システムのない社会では、議会は科学情報をどのように利用してい
るか。

48. 資源に非常に制約のある国においては、議会への科学助言システムに関してどのような
改善例があるか。

倫理（政策における科学利用の倫理、政策における科学者／科学情報提供者の適切な役割）
49. 議会への科学助言の提供に関してどのような倫理原則を導き出すことができるか。
50. 科学助言を提供する上で、どのように価値を透明化することができるか。

助言システムにおいて関心の集中した領域
ほとんどの研究課題は、助言システムの複数の側面に言及していた。それを構成する人々、

組織、機関及びその機能を支援するダイナミクス（例：エビデンスの利用と作成、コミュニケー
ション、システム設計、倫理など）。私たちに提出された研究課題に現れたこれらの要素の相互
関係を把握するために、変数のサブセットに対して 2つのクラスター分析を実施した。（1）政
策立案者、科学者、ブローカー、公衆及び機関、（2）エビデンスの利用、エビデンスの開発、
コミュニケーション、倫理及びシステム設計。私たちはベイズ情報量規準〔Bayesian

Information Criterion〕（BIC）（Norusis, 2011）に基づいた自動クラスター選択を使用した。私た
ちは赤池情報量規準〔Akaike Information Criterion〕（AIC）と BICの両方で分析を実行し、提案
されたクラスターについて同等又はそれ以下の数であったことと合理的な説明を根拠に BIC

を選択した(26)。助言システムにおけるアクターについてのクラスター分析では 9つのカテゴ
リが生成され、システムダイナミクスについての分析では 5つのカテゴリが生成された（SI図
1及び 2(27)）。次に、変数セットを組み合わせて、コード化された変数がクラスター内に出現す
る相対頻度を示した（図 2及び 3）。
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25 対象をシステム（相互に関係を持つ多数の要素から構成されたまとまりであり、目的、入力、出力及び出力から
入力へのフィードバック機構を有するもの）とみなして問題を取り扱う方法。
26 ベイズ情報量規準、赤池情報量規準は、いずれも統計モデルの良さの評価指標。
27 “SI Figure 1: System actors were combined in 9 different ways among the 254 research questions,” Supplementary
information (SI) tables and figures: A collaboratively-derived international research agenda on legislative science advice,
op.cit.⑾, p.25; “SI Figure 2: System dynamics were combined in 5 different ways among the 254 research questions,” ibid.,
p.26.
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図２ 254 の提出された研究課題におけるアクターの出現頻度は、助言システムにおけるこれらのアク
ターの役割についての専門家の関心の頻度を示している。棒グラフ内の分類は、これらのアク
ターが研究課題において、どのシステムダイナミクスとの関連で出現しているかの頻度を示す。

政策立案者（70%） 機関（62%） 科学者（53%） 公衆（12%） ブローカー（6%）
9% 8% 9% 2% 1%

コミュニケーション、倫理 14% 11% 9% 1% 1%

エビデンスの利用、倫理 15% 13% 8% 3% 1%

12% 14% 13% 2% 2%

20% 16% 15% 3% 2%
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図３ 254 の提出された研究課題における助言システムダイナミクスの出現頻度は、これらの過程に対
する関心の高さを示している。棒グラフ内の分類は、このダイナミクスが研究課題においてどの
アクターとの関連で出現しているかの頻度を示す。
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クラスター分析結果の「良さ」〔goodness〕を評価するために、クラスター内の類似度とクラ
スター間の非類似度を比較した（Norusis, 2011）。シルエット係数(28)はそのような尺度の 1つ
である（Rousseeuw, 1987）。範囲は－1から＋1である。この範囲の上限値（＋1）は、高度に分
化したクラスターであり、かつ同じクラスター内の値同士の類似度が高いことを示す。双方の
シルエット測定値は、良好な適合状況を反映している（9クラスターの平均シルエット= 0.8、5
クラスターの平均シルエット= 0.6）。

研究課題における議会への科学助言に関するアクターとダイナミクスの共起
専門家が提出した研究課題で示した人、組織、問題の組合せの在り様は、研究する価値があ

る助言システムの要素とそれらの要素間に認められた関係の概念化に光を当てている。システ
ムアクターのクラスター分析は、254の提出された研究課題の中での 9通りのアクターの組合
せを明らかにした。研究課題の最大のクラスター（クラスター 1、20%）は、政策立案者、科学
者及び機関の 3つのアクター全てに言及していた（SI図 1(29)）。政策立案者と機関は個別の質
問で単独のアクターとして言及されているが（クラスター 6及び 8）、科学者、ブローカー及び
公衆は常に他の関係者との組合せで言及されている。
システムダイナミクスについてのクラスター分析は、254の提出された研究課題において、5

通りのダイナミクスの組合せを明らかにした。研究課題の最大のクラスター〔複数〕では、コ
ミュニケーションが、コミュニケーションだけ（クラスター 2、23%）、又はエビデンスの利用
との組合せ（クラスター 1、22%）で目立った（SI図 2(30)）。エビデンスの開発は、エビデンス
の利用、コミュニケーション、システム設計との組合せでのみ現れる。同様に、システム設計
は、エビデンスの利用とコミュニケーションとの組合せでのみ登場する。

アクターとシステムダイナミクスの頻度
私たちは次に、提出された研究課題全体におけるシステムダイナミクスとアクターのコード

の出現頻度と、この 2つのクラスターにおいてコードが同時に出現する頻度を評価した（例：
図 2、システムダイナミクスクラスターにおける各アクターの出現率；図 3、アクタークラス
ターにおける各システムダイナミクスの出現率）。頻度は、全ての研究課題を通して、どのコー
ドが最も共通して現れるかを示している。ダイナミクスとアクターのクラスター全体での分布
は、これらの変数セットの相互関係を示している。システムアクターについて研究課題は、政
策立案者（70%）、機関（62%）、科学者（53%）に最も頻繁に言及している（図 2）。これら 3者
は、エビデンスの利用、コミュニケーション、倫理を表すクラスターと最も共通して現れてい
た（それぞれ 20%、16%、15%）。公衆（12%）及び知識のブローカー（6%）は議会への科学助
言に関する質問ではアクターとしての出現頻度が低く、システムダイナミクスの全てのクラス
ターとの共起率は低かった（コード化された記述の 1～3%）。
システムダイナミクスに関して、回答者は主にエビデンスの利用（63%）とコミュニケーショ
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28 シルエット係数（分析）は、クラスタリングの結果を評価する手法。＋1は、クラスタリングの分離が良い（隣
接のクラスターから遠く離れている）を示す。9クラスターの平均シルエット係数は 0.8、5クラスターの平均シ
ルエット係数 0.6と記述しているので、本論文のクラスター分析は良好にグループ化しているといえる。
29 “SI Figure 1: System actors were combined in 9 different ways among the 254 research questions,” op.cit.27, p.25.
30 “SI Figure 2: System dynamics were combined in 5 different ways among the 254 research questions,” op.cit.27, p.26.
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ン（53%）について質問した（図 3）。エビデンスの利用とコミュニケーションはどちらも、政
策立案者、科学者、ブローカー、機関、公衆という幅広いアクターを伴うクラスターへの言及
を含む課題において最も頻繁に現れる（それぞれ 17%、16%）。エビデンス開発（15%）、システ
ム設計（23%）、倫理（3%）はあまり人気のないトピックだった。それらがシステムアクターの
クラスターと同時に現れる割合は少ない（コード化された記述の 0～4%）。なお、私たちは「シ
ステム設計」コード内で、開発途上国又は低中所得国でのベストプラクティスとモデルの必要
性に言及した研究課題も特定した。「システム設計」としてコード化された最初に提出された
質問のおおよそ 4分の 1は、世界のこれらの地域に対処する必要性を述べていた（254の提出
された質問内で 6%の頻度）。

最も関心のある研究情報の種類についての専門家によるランキング
私たちは、研究課題の提出に貢献した一部の専門家（n = 64人の参加者）に、彼らの研究ニー
ズ、例えば LSAについて学ぶ可能性があるかもしれない最も関心のあるものをランク付けす
ることを依頼した。50の研究課題の短いリストからこれらの専門家が最も知りたいとした上
位 10の研究情報の分野は、5つのシステムダイナミクスのうち 4つを対象に挙げた。それらは
エビデンスの利用、コミュニケーション、システム設計、エビデンスの開発である（表 4）。残
りのダイナミクスである倫理は、下位にランク付けされ、50の課題のうち 42番目と 45番目で
ある（ランキングの全リストは SI表 7(31)を参照）。専門家が学習することに関心を有する研究
情報の上位 10の領域には、システムアクターでは政策立案者と仲介者に関する情報が入って
いるだけであるが、5つのタイプのシステムアクター（政策立案者、科学者、ブローカー、機
関・組織、公衆）全てが上位 20のランク付けされた記述に現れている。上位 10の研究分野は
全て非常に高くランク付けされたが、専門家は次のことを学習することに最も関心があった。
（1）議会における科学的エビデンスの利用が社会プログラムと政策の実施と結果を改善するか
どうか、（2）議員とスタッフはどのような条件下で科学情報を探し出し、提示されたものを使
用するか、（3）様々なコミュニケーションチャネル（ヒアリング、対面ミーティング、電子メー
ル、ソーシャルメディアなど）は情報の信頼と利用にどのように影響するか。LSAに関するこ
れら上位 10の見込みがありそうな研究分野は全て、これらを高く評価した回答者により、中程
度ではないにしても、少なくともわずかではあっても実現可能であるとみなされ、LSAの実践
と研究の双方に貢献する一般化可能な知見をもたらす可能性が高いとみなされた（SI図 3(32)）。
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31 “SI Table 7: Ranking of statements of potential information that could be learned through legislative science advice
research,” Supplementary information (SI) tables and figures: A collaboratively-derived international research agenda on
legislative science advice, op.cit.⑾, pp.27-31.
32 “SI Figure 3: All of the top 10 potential research areas for legislative science advice are considered at least slightly, if not
moderately, feasible and likely to result in generalizable findings that would both contribute to the practice and study of
legislative science advice. Between 4-10 respondents of the ranking exercise (n = 64) ranked the top 10 research information
statements as among the four they would be most interested in learning and provided an evaluation of study feasibility,
likelihood for broad information applicability to multiple contexts, likelihood to improve the practice of science advice, and
likelihood to improve the academic knowledge foundation,” ibid., p.32.
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考察

世界のいかなる場所においても、意思決定プロセスで科学技術情報にアクセスし利用できる
よう議会の能力を支援することは、社会的、技術的及び環境の大規模な変化に直面する時期に
おける議会の統治能力にとって極めて重要である。本研究のより詳細な結果の背景には、2つ
の幅広い知見がある。第一に、専門家は全体として、LSAの理解状況が、特に開発途上国及び
低中所得国において不十分であることに賛同している。私たちの立法科学〔legislative science〕
の専門家の 2回目の回答（68%、n = 63）の 3分の 2以上は、エビデンスの状態を貧弱と評価し
た。第二に、議会への科学助言システムの機能と設計に関する多くの基本的な疑問は回答が出
されていないままである。議員とそのスタッフは科学情報の信頼性をどのように評価するかと
いうような、助言システムのプロセスに関する核心的な疑問は、専門家の間で最も優先度が高
くなっている。実際、バイアスと情報源の信頼性との関係は、特に議会などの高度に政治的な
状況に適用する場合、社会科学における理論的に不透明な領域のままである（Akerlof et al.,

2018）。専門家の優先リストの一番下には、科学助言を提供する上で価値をどのように透明化
することができるか、議会への科学助言の提供に関してどのような倫理原則を導き出すことが
できるかなど、倫理に関する質問があった。研究課題としては、政策立案者（70%）、エビデン
スの利用（63%）、機関（62%）、コミュニケーション（53%）、科学者（53%）が最も頻繁に取り
上げられた。研究課題において、単独のアクターとして政策立案者と機関が最もよく言及され、
単独のダイナミクスとしてはコミュニケーションであった。このことから、研究参加者（ごく
少数が政府内の意思決定者である。）の関心が、科学者や情報生成、又は両者をつなぐ情報仲介
者にではなく、システムの制度、政策立案者側に集中していることが分かる。しかし、科学の
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表４ 専門家が学習することに最も関心を示す LSAについての情報のトップ 10

政策立案者

科学情報を入手する際に仲介者や研究仲介者は、議員とそのスタッフに対してどのような
役割を果たすのか

仲介者とブローカー
科学情報の利用は、どのような条件があれば議会の政策論議の枠組みを変更するかエビデンスの利用

議員とそのスタッフは、科学情報の信頼性をどのように評価するか政策立案者

様々なコミュニケーションチャネル（ヒアリング、対面ミーティング、電子メール、ソー
シャルメディアなど）は情報の信頼と利用にどのように影響するか

コミュニケーション
議員とスタッフはどのような条件下で科学情報を探し出し、提示されたものを使用するか政策立案者

議会における科学的エビデンスの利用が社会プログラムと政策の実施と結果を改善するか
どうか

エビデンスの利用
回答者が学習することに最も関心を示したものカテゴリ

専門家の一部（n = 64）が、記述をランク付けすることによって、「どの情報が学習することに関心がある、関心が
ない、どちらでもないか」の質問に回答した

政策立案者と研究者は、エビデンスを生成するために問題とプロセスを決める際にどのよ
うに協力するか

エビデンスの開発
議会における公式及び非公式の慣行は、科学情報の検討及び利用にどのように影響するかエビデンスの利用

新しい構造、過程及びシステムの設計は、科学を利用する議会の能力をどのように高める
ことができるか

システム設計

科学に基づく勧告を受け入れるか拒否するかを決定する際に、議員が重視する要因は何で
あるか
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有用性と科学的知識の共同生産に関する豊富な文献は、システム全体にわたるアクター、相互
作用、ダイナミクスの重要性を強調している（Lemos et al., 2012）。提出された研究課題の 4分
の 1以上が 1つ以上の特定の政策分野（26%）に言及し、半数以上（54%）が特定の場所又は機
関に言及していることに見られるように、多くの研究課題が非常に具体的であるという性質は、
LSAの実践に関する一般化可能なエビデンスを集約する際の重要な課題を示唆している。特
定の政策問題、文化、国家機関内で設定されるという、本質的に文脈に依存する科学技術助言
の性格は、この分野を成熟させ成功に導く上で非常に困難な問題となり得る。環境と健康は、
LSAの研究で優先すべきとして最も頻繁に言及される領域である。これらは、国連持続可能な
開発目標〔SDGs〕における中心的課題であり、米国（Jones, 2019）やヨーロッパ（European

Commission, 2018）における一般市民の間での最優先課題で、政府によって規制されることが
多い分野である。
また、本研究は、特定分野の専門家と協力して行われる分野横断的な研究〔transdisciplinary

research〕に対する世界的な LSA コミュニティの願望を捉えている。調査参加者の大部分
（60%）は、自らの研究課題を答える際に 2つから 4つの分野を重要なものとして選択した。政
治学（65%）と公共政策（64%）がリストの最上位にあったが、参加者は科学技術研究（52%）、
コミュニケーション（46%）、社会学（35%）、心理学（25%）、人類学（15%）などの分野も選択
した。ただし、分野の横断性と課題領域の多様性は、「エビデンス」、「政策」、「政策立案者」、
「利用」などの共通の用語を定義する際に歴史的な困難をもたらしてきたことに注意する価値
があるかもしれない（Cairney, 2016; National Research Council, 2012）。これは、この分野の新し
い研究が取り組む必要がある課題である。
調査研究が政策において果たすことができる役割は強く文脈に依存するというその特性ゆえ

に、そのインパクトを測定することは歴史的に困難であった（Decker and Ladikas, 2004; National

Research Council, 2012）。幾つかの研究課題が、次のような測定、評価、評価基準を取り上げて
いる。様々な立法状況における科学情報の利用を評価するためにどのような評価基準を用いる
ことができるか。また、立法過程に議会への科学助言機関が与えるインパクトを指標を用いて
どのように測定できるか。政策論証〔policy argumentation〕（Decker and Ladikas, 2004; National

Research Council, 2012）のような調査研究の特定の役割に焦点を当てること（Decker and

Ladikas, 2004）は、ますます利用可能となってきているデジタルデータの活用（van Hilten, 2018）
や、個人レベルからシステムレベルのスケールに応じた理論と方法を採用するというような形
で、困難に対処するための 1つの戦略となる。
一部の論者は、科学的な知識を交換するプロセス自体が特定の文脈に依存しているため、幅

広く理論面又は応用面で妥当性のある結果を生み出す可能性は低いと示唆している
（Contandriopoulos et al., 2010）。一方、私たちは、これらの困難に立ち向かおうと立ち上がりつ
つある多くの活動に元気づけられている。例えば、欧州委員会の共同研究センター（JRC）が実
施した科学レビューは、心理学や神経科学などの個人レベルの要因を研究する分野から公共政
策、経営学、社会学のようなハイレベルの分析に焦点を当てるものまで、政策上の意思決定に
おけるエビデンスの利用について取りまとめを行った（Mair et al., 2019）。
欧米の先進国では、議会への科学技術助言の提供に関する議論の多くは、テクノロジーアセ

スメントのための制度的構造の評価と改善に焦点を合わせている（Guston et al., 1997; Hennen

and Nierling, 2015a; Vig and Paschen, 2000）。助言システムの設計と実装について考えるための
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研究課題で示された関心は、多くの国にそのような制度はなく、LSAは必然的により広範な公
式及び非公式のプロセスを含むことを認識した上で幅広い議論が必要であることを示してい
る。研究課題のほぼ 4分の 1（23%）は、新しい構造、過程、システムの設計が科学を利用する
議会の能力をどのように高めることができるかというような、システムの設計についてのもの
だった。これらのうち 4分の 1は具体的に開発途上国又は低中所得国についての研究課題だっ
た（全ての研究課題の 6%）。

研究の限界
比較的幅広く全世界の専門家の協力が得られ、私たちの努力はこのタイプの他の多くのイニ

シアチブに匹敵するが（Sutherland et al., 2011）、本研究には次のような限界がある。（1）LSAに
関わる世界的な専門家コミュニティを確定することができなかったこと、（2）言語及び文化的
障壁の可能性、（3）全ての地域をカバーすることができなかったこと（例えば、東南アジア）、
（4）研究の 3つの段階全てにおける回答のバイアスの可能性、（5）収集されたデータの特性に与
える手法（インタビューとは対照的なオンライン調査）の影響。これまで述べてきたように、
科学助言システムには多様な専門家の役割がある。専門家をつなぐネットワークは常に十分に
確立されているわけではないため、どこにどのような専門家がいるのかを全て把握することは
困難である。オンライン調査とワークショップは英語で実施された（ただし、少数の個人が翻
訳された調査回答を提出した。）。私たちはほとんどの専門家が専門職的な地位のために英語の
実用的な知識を持っていると予想していたが、そのように考えたことで間違いなく潜在的な回
答者を失った。さらに、一連の研究への参加に最も関心がある人々に、効果的にパラメータ化
できない偏りがある可能性がある。
最後に、私たちは、調査の開始時に回答者に、質問の範囲を理解してもらうため、政策立案

者のみならず、科学者、科学情報、グループ間の相互作用にも触れて LSAシステムの定義を示
した。このことは、回答者がそれでなければ考えつかなかった質問について考えるように促し
たかもしれない。

結論

LSAについて立ち上がりつつある研究実践コミュニティと協力して国際的な研究アジェン
ダを定義することにより、私たちは、このプロジェクトが議会に情報を提供するための科学技
術助言に関する新しいイニシアチブを全世界的に促進することを願っている。前節で論じたよ
うに、本研究中に遭遇した言語及び概念上の課題は、一連の概念を共有しそれらを地域ごとの
文脈に関連付ける能力を有する実務家と研究者のコミュニティを育成する必要性を強調してい
る。私たちは、本研究の成果とそれをもたらした協力の過程の両方がこの方向への重要なス
テップであると信じている。本研究の結果は、この新興分野に明確な目標を示している。議会
への科学助言（LSA）の分野において、将来の目標のために強固な基礎を築いておくことは、以
前は達成し得なかった、科学者、議会及び公衆の間の世界的なコミュニケーションの新しいチャ
ネルを開くのに役立つであろう。研究の優先順位付けを共有しておくことは、個々の国の制度
の特性に対処する将来の共同研究の基礎となり、相互学習と優れた実践の開発と共有を可能に
する。これは、議会という環境における科学的専門知識の特性について理論的な一般化を行う
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ための経験的基礎を提供することもできるであろう。

データの入手可能性
本研究のために生成されたデータセットは、https://osf.io/qu8t7/にある「議会への科学助言に
関して共同で導き出された国際研究アジェンダ」のプロジェクトファイルの下で OSF(33)を介
して利用できる。

受付：2019年 4月 9日 受理：2019年 8月 28日
オンラインでの刊行：2019年 9月 17日

原注
1 政策立案者とは、スタッフであろうと選挙で選ばれた代表であろうと、科学を利用して政策決定を行う政府の担
当者を意味する。

2 Sanni et al.（2016）は、専門知識の不足が認識されているため、ナイジェリアの議員へのサービスにおけるスタッ
フの能力の向上を求めている。米国では、議会スタッフとして働くことは、特定の専門知識を必要とする「専門
職」とみなされるかどうかについて疑問が投げかけられている（Romzek and Utter, 1997）。スタッフの平均年齢は
31歳（下院）及び 32歳（上院）（Legistorm, 2019）であるのに対し、連邦公務員は一般にほぼ 48歳（OPM, 2017）
である。下院及び上院の個人事務所及び委員会のスタッフは、平均で 1.1年から 3.9年在職し、年長者の方が長い
（Petersen and Eckman, 2016a, 2016b, 2016c, 2016d）。連邦公務員の場合は平均 14年である（OPM, 2017）。

3 環境と天然資源という用語は概念的に区別される。環境は「生命体又は生態学的コミュニティに作用し、最終的
にその形態と生存を決定する、物理的、化学的、生物に関する要因の複合するもの」である。一方、天然資源は
「自然から供給される工業材料及び（鉱床や水力のような）資源」である（Merriam-Webster, n.d., n.d.）。

4 回答者は複数のトピック領域を選択できる。
5 例には次のものが含まれる。研究実施機関の類型、資金供給源、需要又は供給主導、立法機関又は他の関係者に
よる組織化、立法機関の関与のレベル、情報への一般市民によるアクセス、利害関係者の参加手段、政治システ
ム、政府のレベル（国際レベル―地方自治体レベル）、制度化された又はプロジェクトベースのイニシアチブ。
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